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2013.01.25　齋藤旬（www.llc.ip.rcast.u-tokyo.ac.jp）　rev.3
今週は、ようよう米国Partnership税制進化史の解説に戻る。取り上げるのはPALルール（1986年）だ。それはPartnershipに「転機」をもたらす「三段ロケット」の二段目にあたる。どういう「転機」かというと、経済の「お荷物」だったPartnershipを、経済の「推進エンジン」に変える「転機」。この「転機」を構成するホップ、ステップ、ジャンプの「ステップ」がPALルールだ。
「ホップ」はAt Risk Law (1976年)で、それはコラムその２５で説明した。「会計自由だが有限責任」のミラクルLLCを生み出すキッカケとなった。だから、「転機」の一つと言って良いだろう。「ジャンプ」は1996年のCheck the Box Ruleだが、これはオイオイ春頃には説明するつもりだ。　．．．が、少しだけ予告編を流そう。
齋藤は、Check the Box Rule （1996年発行、1997年1月1日発効）で米国Partnership税制は一応の完成を見たと考えている。Check the Box Ruleとは、起業者が自由に課税方法を選べるというルールだ。即ち、税務当局の強制権が及ぶ法人税制（corporate taxation）にするか、それとも、会計自由な合夥税制（partnership taxation）にするか、起業者は自由に選べる。「そんなのとんでもない」と日本の租税学者の間では不評だが、齋藤は、このCheck the Box Ruleこそ米国Business Taxationの最重要パーツなのだと考えている。詳しくは春以降のコラムで説明することとしたい。

余談だが、1976年、1986年、1996年とちょうど10年間隔で「転機」のイベントが起きて面白い。更にさかのぼれば、本格的なPartnership税制づくりにMark H. Johnsonが着手したのが戦後直ぐの1946年頃だから、ほぼ半世紀の試行錯誤があったことになる。Partnership税制が「三段跳び大ジャンプ完成」を果たすには、50年を要したことになる。
今週は、ホップ、ステップ、ジャンプの「ステップ」にあたるPALルールを説明する。
「試行錯誤」という言葉は、米国の税制を含む社会制度作りプロセスを表す上で、実にシックリ来る。米国はcommon law社会だ。つまり、社会生活の細則づくりを実に多様かつ自由に「試行錯誤」によって進める。そしてそんな「自由」が許されるのはやはり「土台」がしっかりしているからだ。Universalism、即ち「貴方と私は意見が異なる。だからこそ分裂せず一緒にやっていこう。」「きっとその方がゴールや目標に早く到達できる。」という「土台」というか「大人の精神構造」がしっかりしている。つまり、「多様な提案」を「分裂」でなくむしろ「進化」につなげる精神構造を欧米人は心の底に持っている。
こう書いていると、パスツールの言葉を思い出す。それは「偶然は準備された精神にしか微笑まない。」という箴言。「幸運は用意された心のみに宿る」とも和訳されるようだが、serendipity ----それは、別のものを探しているときに、偶然に素晴らしい幸運に巡り合ったり、素晴らしいものを発見したりすることのできる「精神構造」のことだが、これが科学技術の発展・前進にとって必須条件となることをこの箴言は表している。そう、このserendipityという精神構造、これはつまりuniversalism（多様にして一つ）のことだ。
日本人は明治開闢以来「和魂洋才」で、西洋科学技術を自分たちで生み出すのでなく西洋人から「教えてもらうこと」を優先した。そして「洋魂会得」を後回しにした。だがもうそろそろこの精神を会得、というか少なくとも使えるようにして、日本人が自ら科学技術発展を行えるようにしないといけない。「やり残した宿題」、これにもうそろそろ取りかからないと、「あなたは落第」と西洋社会からいわれてしまいそうだ。
さて、Universalism社会の税制とは何か、考えてみよう。Universalism社会では、「思いがけない提案」あるいはチャレンジをとにかく実行に移す
。だから、実行するための資金の提供者が現れやすいように、例えば「100億円出してくれたら30億円税額控除します。貴方の自腹は70億円しか減りません。」というような税優遇（tax incentive）の仕組みが、universalism社会では整備される。どんなに突飛な提案でもそれが犯罪行為でない限り、「自動的に」税優遇を与えるという仕組みが整備される。どんなチャレンジにも資金提供者が現れやすくして、実行に移せるようにする。簡単に言えばこれがPartnership税制だ。言い換えれば、Universalismを「税制」で表現したもの、それがpartnership税制だ。
しかし、闇雲に何でもかんでもチャレンジすればよいというものではない。1935年に設定され2010年にcodifyされた経済的実体法理（economic substance doctrine）ではないが、やはり、経済的実体がなければならない。更にいえば、プラスの経済効果がなければならない。たとえ、一つ一つのチャレンジは殆どが人々に受け入れられず、損しか生まなかったとしても、「大化け」するものが少なくも一つは出るように、即ち、全体としては得をするように制度設計しなければならない。そうでなければ、如何にuniversalismを標榜し、「個々のチャレンジには自動的に税金投入し、社会全体でサポートする」社会といえども、経済が立ち行かなくなり社会を維持できなくなるからだ。
前置きが長くなった。冒頭で、PALルールは「転機」の一つと述べた。経済にとって「お荷物」だったpartnershipを、経済の「推進エンジン」に変える「転機」の一つ、という話をした。どの様にpartnershipが「お荷物」だったかを詳しく説明しよう…と思ったが、それに関しては：

「1981年には、146万社あるPartnershipの総収入は2,722億ドル、総費用は2,749億ドルで、なんと損益はマイナス27億ドル、即ち赤字。損益拮抗は1955年に統計を取り始めて以来ずっと見られたが辛うじてプラスを保っていた。総体として赤字は初めてのことだ。経済に資するどころか経済を害する存在にpartnershipは成り下がった。」
ということを述べるだけにしよう。詳しくは、『Partnership Returns for 1981 Reflect Tax Shelter Activity』という論文、それは、今から30年も前の1983年に米国内国債入庁（IRS）の所得統計研究所（SOI）が出した論文、をご覧頂きたい。
1986年設定のPALルールとは何かを簡単に説明しよう。短くいえばそれは：

「金は出すが口は出さず自ら汗をかかない投資行為 ---- Passive Activity（受動的な投資行為）による損失（loss）は、同じく、Passive Activity（受動的な投資行為）による利益（gain）としか損益通算（aggregationまたはoff-setting）できない。」･･･というものだ。
要は、「失敗するとほぼ分かっているようなリスク事業にお手軽に（即ち、金は出すが口は出さないで）投資して、案の定失敗した後は、税務損失をパススルーしてもらって、投資者の所得税を減額させようとすることが見え見えの投資行為は、1986年以降は厳禁。1986年以降は、その様なPassive Activity LossはPassive Activity Gainとしか損益通算できない。つまり、Pay-as-you-go 「何かに税金投入したいならその財源は自らが確保せよ」。即ち、どうしてもそのリスク事業に税金投入したいならば、その分の財源を自らが見つけてこい。つまり、成功して利益が出そうな投資案件にも同時にPassive Activity（受動的な投資行為）をして自ら「財源」を確保しろ。」ということだ。
　なお、Active Activity（口も金も出す、自ら汗もかく投資行為）での損失は、どの様な投資からの利益とも損益通算できる。つまり「体を張った真剣なチャレンジに対しては、自動的に税金投入する。」ということはPALルール設定の後も保たれている。
　これってスゴイことだと思いません？

1981年に「経済を害する存在にpartnershipは成り下がった。」ことを確認したにもかかわらず、partnership税制には最小限の改訂を加えるに留めて、その存続、即ちuniversalism税制の存続は守りぬく。いやはや、日本人なら呆れるほどトコトン、「チャレンジャーには自動的に税金投入し、国全体で応援」が米国だ。筋金入りのuniversalism国家だ。
TV番組「サンデーモーニング」の大沢啓二親分が生きていたなら「あっぱれアメリカ！」と言うところだろう。そして「喝っ！　ニッポン」と是非、言ってもらいたいところだ。
　Pay-as-you-go、「何かに税金投入したいならその財源は自らが確保せよ」は、Wikipediaによれば、1990年パパ・ブッシュ政権がBudget Enforcement Act of 1990の中で始めて実現したと説明されている。しかし実際の所は、Pay-as-you-goというネーミングはないが、PALルールこそがこのPay-as-you-go即ち、「何かに税金投入したいならその財源は自らが確保せよ」の原則がcodifyされたときだと齋藤は考えている。
Smilesの「自助の精神」ではないが、米国は建国以来「自助」の国だ。Pay-as-you-goの精神は元々米国人に染み付いている。そのcodifyは時間の問題だった。
「Partnership全体で赤字」は1981年から1987年まで続いたが、PALルールが1986年に発行された「転機」を境に、その効果が現れた1988年には黒字転換し、その後は黒字が拡大していく。
この様子もIRSの論文で確認して頂きたい。『An Analysis of Business Organizational Structure and Activity from Tax Data』という論文。『税データから見た、事業組織の構造と活動の分析』として私が和訳しておいた。その9頁にある「Figure E – Composition of Business Net Income (Less Deficit), Tax Years 1980-2002」をご覧頂きたい。
黒三角（▲）の折れ線グラフが、数百万社あるpartnership全体が稼ぐ総利益が、米国産業総利益に占める割合をプロットしたものだ。ご覧のように、1981年から1988年までそれは「0%」を下回り、マイナス数％を示している。利益でなく損失を生んでいる。正に「経済を害するものに成り下がっている」ことが分かる。
青ひし形（   ）で表されたC-Corporate（日本でいえば株式会社）が、1980年頃は全米産業利益の80％を稼ぎ出していて、正に「究極の会社形態」を誇っている頃、Partnershipは単に「経済を害するもの」だったのだ。
しかしその後は急速に、C-Corporateは衰え大きくは利益を稼がなくなり、対照的に、Partnershipが稼ぐ利益は拡大していく。IRS SOI Tax Statsの最新のデータでは、2008年時点で、全米産業利益に占める割合は、Corporate課税される事業主体が40%であるのに対して、Partnership課税（あるいはpass-through課税）される事業主体は60%だ。正に「主従逆転」だ。
PALルールは、この「主従逆転」劇の重要な転機の一つだったのだ。

細かく見ると実は、不動産レンタル業Partnershipは1994年まで赤字が続いた。これもIRSの報告書で確認できる。『Partnership Returns, 1996』の52頁のグラフ：「Real Estate Rental Income (Less Deficit), Tax Years 1988-1966」をご覧頂きたい。
この原因としては、「不動産レンタル業Partnershipへのcontribution
は、原則として、納税者（つまり投資者）の関与の度合いに関わらずPassive Activityとして扱う。」というルールが1993年まで生きていたことが考えられる。クリントン政権（1993年－2001年）が発足後直ぐの1993年に「不動産レンタル業への投資をPassive Activityと見なさない、一定の特例規定」を設けるまで、「不動産レンタル業」にとっては少しきつすぎたルールが生きていたのだ。
ビル・クリントンは、1973年にYale Law Schoolを卒業してJ.D.になった後の数年間、故郷のアーカンソー大学で准教授として「Partnership論」を教えていた。彼はPartnership論の専門家だ。
そのビル・クリントンが政権についてCheck the Boxルール等のPartnership税制改革を行ってから、主従逆転劇の本当の「見せ場」はやってくる。
．．．しかしそれは次回以降のお楽しみ。今週は以上。来週も乞うご期待。

� この様に、様々な考え・思想・行動をuniversalism社会が受け入れることを、哲学用語では包摂（subsumption）あるいは受容（inclusion）という。トニー･ブレア元英首相・現在カトリック福音伝道師（� HYPERLINK "http://www.tonyblairfaithfoundation.org/" \t "_blank" ��TonyBlareFaithFoundation�参照方）、のブレインだったアンソニー・ギデンズのような「第三の道」の社会学者や哲学者がこの用語を好んで使う。


包摂（subsumption）とは、共通善（common good）の様な超越的上位概念の共有を想定して、その下に、様々に異なる個別の考え・思想・行動は属する、あるいは、属する可能性があるとして、幅広い考え・思想・行動をuniversalism社会が受け入れることをいう。日本語でいえば「小異を捨てて大同につく」に似ているが、「大同」は人間が関知可能であるのに対して、「超越的上位概念」はあくまで人間には関知不可能であることが異なる。


　Partnership税制を、包摂税制と呼べるかもしれない。ただしGoogleでtaxation for subsumptionなど片っ端から検索してみたが、該当するものはなかった。包摂税制というような言葉は欧米では使われていないようだ。


ただ、Susan Pace Hamillという米国LLC税制設計で中心的役割を果たした租税学者が『� HYPERLINK "An%20Evaluation%20of%20Federal%20Tax%20Policy%20Based%20On%20Judeo-Christian%20Ethics%20by%20SPH%20SSRN-id824907%5b1%5d.pdf" \t "_blank" ��An Evaluation of Federal Tax Policy Based On Judeo-Christian Ethics�』という論文を出している。カトリックのローマ教皇ピオ11世の1937年の発言：「社会正義の正にエッセンスは、共通善に必要となる全てを各個人に要求することにある。」を引用している。米国のPartnership税制あるいはLLC税制が、universalism税制あるいは包摂税制と呼んで良いものであることが強くうかがわれる。


PAL（友達）あるいはPassive Activity（受動的な能動行為、矛盾概念）というネーミング自体が、partnership税制がuniversalismやsubsumptionの概念下にあることを強く示唆しているように思う。普遍主義的個人主義あるいはunited in diversityという矛盾概念（Oxymoron）の下にあることを示唆していると思う。


� これにも適切な和訳がない。contributionはdistributionと対になる言葉。それらは「拠出」と「償財」といったような意味だ。上手い和訳が出てくるまでは英語のまま表記する。
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